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要　　約

企業の環境への取組みは,「公害対策の段階」から, 「地球環境対策の段階」へと拡大してき

た。地球環境対策は,法規制に対応する「環境対応の段階」から,地球市民として自ら高い目

標を設定して環境負荷削減に取組む「環境保全の段階」を経て,環境保全と利益創出を同時に

実現する「環境経営の段階」へと進化してきている。企業が21世紀を持続的に成長していくた

めには,自ら戦略を立ててproactiveに活動することが重要である。イノベーションを起こして

「資源生産性を向上」させ「環境対応と経済性の両立」を図ることで,競合他社に対して優位

に立てるのである。
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1.はじめに

20世紀の産業の発展は我々に物質的な豊かさを

もたらした。しかし,同時に大量生産・大量消

費・大量廃棄の経済システムは,無限と思われて

いた自然を破壊し,地球の温暖化や資源の枯渇,

そして溢れる廃棄物など自然の再生治癒能力を超

える重大な問題を引き起こしている。持続可能な

社会を築くためには,これまでの一方通行的なし

くみから,資源循環型で環境負荷の少ないしくみ

-,経済システムと生活様式を大胆に切り換えて

いかなければならない。

今まで人類は,地球環境に関する知識が不充分

であったために過ちを犯してきた。しかし,我々

の創り出したシステムが,我々の子孫に多大な不

幸をもたらすことを知った今,我々は過ちを正さ

なければならない。地球環境問題(以下,環境問

題という)は我々人類の共通の問題であり,何と

かしなければならない,という社会のうねりは世

界中に広がり,ますます勢いを増している。地球

環境が再生不可能になるのが先か,我々がシステ

ムを改め循環型社会を築くのが先か,時間との闘

いになってきている。

環境問題は,企業活動の方向転換と我々個々人

の生活様式の見直しを求めている。人類存亡の危

機感を頭では理解しながらも,政府レベル,企業

レベルはもとより個人レベルでもなかなか現在の

便利で快適な生活からの脱却が図りきれないでい

る。しかしながら,国により企業により対応の進

度あるいは手段に違いはあるが,環境問題の解決

に向けて少しずつ確実に進み始めている。企業は,

環境-の対応の遅れを存続の危機と認識すると共

に,これを大きなビジネスチャンスの到来と捉

え,他社よりも早く効率的な取組みを行い,優れ

た製品を世に送り出そうと動き始めている。

こうした中で, 2005年2月に漸く京都議定書が

発効された。米国が参加せず,急速な経済成長を

遂げている中国に何の規制もないなど,まだまだ

穴だらけではあるが,史上初めて地球温暖化防止

を目的に多くの国と地域が協調して温暖化ガス排

出削減に取組むことになった点で,人類にとって

の大きな第一歩であるといえる。

2.企業における環境取組みの史的分類

企業の環境-の対応の歴史について,最近の先

行研究をまとめると図表1のようになる。近代以

降の環境取組みは, 「公害対策の段階」と「地球環
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図表1.企業の環境への対応の歴史
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境対策の段階」に大きく分けられる。そして, 「地

球環境対策の段階」は,その手法や考え方によっ

て大きく進化してきている。地代[1999]は「製

品管理」から「クリーン技術」 -の変化と言い,

井上[2002]は「大量廃棄から省資源の時代」 「環

境保全の時代」そして「循環型社会形成の時代」

と分類している。また,岸川[2003]は「環境対

応の時代」 「環境保全の時代」を経て「環境共生の

時代」に向かっていると分類している.リコーは

年代を示していないが,ほぼ岸川と同様の分類と

して, 「環境対応」 「環境保全」 「環境経営」を挙げ

ている。リコーグループの『環境経営報告書

2003Jによれば,最初に法規制や顧客からのニー

ズに応える「環境対応の段階」があり,やがて地

球市民として自ら高い目標を設定して環境負荷削

減に取組む「環境保全の段階」を迎え,そして今,

環境保全と利益創出を同時に実現する「環境経営

の段階」 -と進化してきている,としている.た

だし,それぞれの段階は大きくラップし,業種

や,それぞれの企業によってもそのタイミングは

大きく異なると考える0

3.公害問題から環境問題へ

今日の環境問題は, 1970年代の公害問題とは似

た点も多いが,根本的に異なっている。 1970年前

後には,現在と同じように新たな環境規制が次々

と導入された。この時代は工業化により発生した

「公害問題」に対する人々の問題意識が高まった

時期であり,公害問題解決のために大気・水質・

騒音・悪臭・廃棄物処理等に関する法律が次々と

制定された。このような公害規制は, 「エンド・オ

ブ・パイプ」型の規制手法と呼ばれ,工場等の生

産施設で発生する汚染物質を出口で管理させる方

法である。排出ガス・排水・騒音等の規制基準値

を定め,企業にこの基準値を遵守させることによっ

て公害の発生を抑えようとするものであった。定

められた規制を違反した企業に対しては改善命令

や取締りなどの行政措置がとられるため,企業は,

排出ガス処理設備や排水処理設備の導入を余儀な

くされた。こうした一連の公害規制の導入は,企

業の側から見るとそれまでの自由な事業活動の足

かせであり,費用の増加を招くことになった。

一方, 1990年代に入ってから顕在化した環境問

題は,地球温暖化問題,廃棄物問題,有害化学物

質による環境汚染問題といったものである。これ

らの問題は,問題の発生源という点においても,

問題の広がりという点においても,従来の公害問

題とは本質的に性格が異なっていた。例えば,公

害問題では加害者と被害者が明確に分かれたが,

環境問題では一般市民自身が被害者であるだけで

なく加害者にもなっている。また,限られた地域

に限定されていた公害問題に対して,環境問題は

地球規模の問題となっている。環境問題解決のた

めには,地球規模での協働が不可欠であり, 「エン

ド・オブ・パイプ」型の規制手法だけではなく,

関係者の役割分担を明確化し各関係者がそれぞれ

の立場で問題解決に向っていくようなしくみが必

要となってきたのである。国際的な枠組みを取決

-50-



め,経済システムを再構築する政府の役割や,生

活様式を見直し,商品購入やその使い方を工夫す

る個人の役割も重要性を増してきた。しかし,何

といっても経済活動の中心である企業-の期待は

ますます大きくなっていった。

4.地球環境対策の進化

(1)環境対応の段階

公害対策だけでなく地球環境対策においても,

結局は,企業の影響力に注目が集まり,生産者責

任が拡大されていった。それゆえ,企業にとって

規制の強化は理不尽に感じられ,環境対応と経済

性は明らかにトレード・オフの関係にあるように

感じられた。企業は,国際競争力の低下を避ける

ために,環境規制の緩やかな国ないしは規制のな

い国-生産拠点を移すことで,環境コストの負担

を回避しようとした。

一方で,環境規制を求められる産業は,従来大

きな政治力をもっていたため,この政治力を背景

にロビー活動を展開した.規制反対運動を行い,

規制することが避けられない場合には,緩やかな

規制や環境対応-の補助金,それに環境保全の名

の下に外国企業に対して非関税障壁となる環境政

策を求めた。このことが貿易摩擦を生むと同時に

環境対応を遅らせた。

例えば, 1974年6月,環境庁(現環境省)は排

出ガス対策として,前年に導入した米国マスキー

法並みの法規制をさらに強化する検討をしてい

た。同省が開いた聴聞会でトヨタ自動車(以下,

トヨタという)は「妥当な規制値を再検討してほ

しい」と規制値引き上げに終始反対した。 「技術の

商品化には十分な準備が必要」との主張だったが,

結果的にトヨタは「排出ガス問題に消極的」との

レッテルを貼られた。 3年後にトヨタは新規制の

適合を業界に先駆けて投入したが,今度は「でき

るのにできないと言っていた」と世間の反発を

買った(日経産業新聞[2001]),

反対に,規制の厳しい米国マスキー法をcvcc

エンジンで最初にクリアした本田技研工業(以

下,ホンダという)は,その後のアメリカでの足

がかりを掴む大きな機会を得た。

(2)環境保全の段階

国際的な環境-の取組みは, 1992年,ブラジル

のリオデジャネイロで開催された「環境と開発に

関する国連会議」が始まりである。この会議は,

「地球サミット」とも呼ばれ, 102ヶ国の元首,首

脳が出席し,全体では178ヶ国という国連に加盟

しているほぼすべての国が参加した地球規模の歴

史的な会議であった。

この地球サミットに先立ち1987年に「環境と開

発に関する世界委員会(プルントラント委員会)」

が報告書「我ら共有の未来」の中で「持続可能な

開発(Sustainable Development)」という言葉を初

めて使用した.この言葉は, 「将来の世代が自ら

の欲求を充足する能力を損なうことなく,今日の

世代の欲求を満たすような開発」という意味であ

る。地球サミットでも,この報告書を踏まえて,

環境と開発の両立を実現するための諸原則を含ん

だ「環境と開発に関するリオ宣言」を採択した。

現在,各国政府の環境政策は「リオ宣言」とその

具体的行動計画である「アジェンダ21」に基づい

て行われている。日本でも「アジェンダ21」に

従って, 1993年に,従来の「公害対策基本法」を

発展させ「環境基本法」を制定している。

地球サミットで採択された,持続可能な開発の

ための包括的な計画である「アジェンダ21」の目

標達成に向け,各国政府や自治体は多くの環境保

全対策を進めてきた。また,先進企業は,環境配

慮型技術の商品化を加速している。京都議定書発

効は,先進各国-の温室効果ガス排出規制を厳し

くし,企業の環境保全-の取組みをより加速させ

ることになる。

社会の環境意識の高まりと共に,企業は好むと

好まざるとにかかわらず,環境問題に何らかの形

で取組まなくてはならなくなってきた1992年～

1993年にかけて,企業は独自の「地球環境憲章」

を作成し,取組み体制を明確にすることで,環境

意識が飛躍的に向上した。さらに, 1990年代後半

になると, 「ISO14001」を導入することで,環境

アセスメントを行い,自社の環境負荷の実態を知

ることとなった。そして,自らの問題に気づき,

目標を掲げて環境負荷の削減に取組むようになっ

ていったO　さらに,その活動内容をまとめた「環

境報告書」を発行する企業が増加した.当初は先

進企業が自らの裁量で始めたこれらの活動も,環

境省が2001年に「環境報告書ガイドライン」を作

成し推奨したことで,大企業にとっては当たり前
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のこととなってきている。

(3)環境経営の段階

環境意識がさらに高まると,汚染物質や廃棄物

が発生することを当然とは考えなくなってきた。

そして,既存の生産プロセスを前提とせず,これ

らを見直し(プロセス・イノベーション),予防的

な環境技術による対応(テクノロジー・イノベー

ション)やグリーン製品の開発(プロダクト・イ

ノベーション)に目が向くようになってきた。こ

のような対応をすることが,環境保全だけでなく

利益の創出をももたらし始めた。環境対応のイニ

シャル・コストが増大しても,ランニング・コス

トの削減が可能であれば,そこにはトータル・コ

ストとして損益分岐点が存在する。このような

「イノベーション・オフセット」を達成すること

によって,生産から廃棄に至る製品のライフサイ

クルでのコスト削減が可能となるのである(郡嶋

[2003] ) 。

一方,鈴木[2002]は,環境経営は意識の変革

が重要であると以下のように述べている。 「企業

はあくまで企業の論理によって動いており,社会

や市民の論理によって動いているのではない。環

境問題-の対応もまた企業の論理によるものであ

る。企業の行動原理は,企業の推進的動機である

利潤を追及するという行動を導く原理であり,刺

潤性である。いかなる状況であっても企業の経営

理念である存続・成長・発展と企業目的である利

潤の追求は変わることはない。ただ,それを追求

するための具体的目標である経済性および生産性

向上,社会性ないし社会との共存,あるいは環境

性ないし自然との共生が,社会の変化と共に,そ

の比率を変えているにすぎないのである。環境経

営は,循環型社会の実現を目指して環境責任・貢

献を至上として実践される。それには意識革命と

発想の転換が必要である。」

5.自動車メーカーにおける環境取組みの推移

自動車産業は,近代国家の基幹産業であり工業

化社会の牽引役であるが,同時に環境に多大な負

荷をかけている産業でもある。また,裾野が広

く,グローバルに展開している産業でもある。環

境-の規制も厳しく取組みも進んでいる。よっ

て,本研究では,自動車メーカーを中心に企業の

環境-の対応の推移を見ていく。

(1)公害対策の段階から環境対応の段階

大気汚染,騒音,廃棄物と都市型公害の主役的

存在であった自動車メーカーは,他業種同様,公

害規制-の対応を確実に進めていった。工場での

規制対応はもとより,年々厳しくなる製品の規制

である燃費や排出ガスの規制に追われていた。

前述した1972年の米国マスキー法に対応したホ

ンダと, 1974年に日本版マスキー法に抵抗したト

ヨタの例がそれにあたる。

(2)環境保全の段階

日本の自動車メーカーに衝撃が走ったのは,

1990年のボルボジャパンによる環境広告である。

「私たちの製品は,公害と,騒音と,廃棄物を生

みだしています.」このキャッチコピーと同時に,

活動内容まで示した広告は自動車メーカーの環境

取組みに大きな影響を与えた。その後, 1992年の

「地球サミット」,通産省による「環境に関するボ

ランタリープラン」策定の要請,そして, 1993年

の「環境基本法」を受けて,自動車メーカーも環

境保全の段階に大きく踏み出していった。

1992年　4993年にかけて,自動車メーカー各社

は「環境理念・環境憲章」を制定した。中でもト

ヨタは, 1993年に具体的な中期取組み計画である

「環境取組みプラン」を策定し,その後今日まで

4回の中期計画策定を続けている。現在では,ほ

とんどの自動車メーカーが中期計画を掲げ,年次

実績を公表している1996年には経団連の「環境

自主行動計画」策定と「ISO14001」の発効によ

り,各社で環境マネジメントが取り入れられて

いった。

こうして,環境アセスメントを行い,自社の環

境負荷状況を把握した自動車メーカー各社は,自

ら高い目標を掲げて取組みを実施していった。そ

してさらに,トヨタ,日産,ホンダは1998年より

「環境報告書」を発行し,取組み状況の公表を開

始した。他社も追随し, 2001年には全自動車メー

カーが発行している.その後,社会性も加味した

サステイナビリティレポート, CSRレポート,社

会環境報告書等に名前を変えながら,社会貢献重

視を打ち出してきている。
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(3)環境経営の段階

環境経営の事例として,次の3つが挙げられ

る。それは, 「ゼロエミッション」 「低公害車」そ

して, 「クリーンエネルギー車」である。

①　ゼロエミッション-の取組み

この言葉は, 1994年に国連大学が「ゼロエミッ

ション構想」を発表してから急速に広まった。ゼ

ロエミッションとは,本来は廃棄ゼロということ

で, 「持続可能な開発」という命題を支えるコンセ

プトとして採用されたのだが,現在では多くは産

業廃棄物を再利用することで廃棄物のない社会を

目指す「廃棄物ゼロ」の意味で使われている。当

初ゼロエミッション自体は,あまり採算性のある

こととは考えられていなかったので,企業は少な

くとも営利目的で始めたのではなかったであろ

う。環境に対する企業の意識と経営の方向性の転

換の中で注目されたキーワードの1つがゼロエ

ミッションであったと考えられる。そして実際に

取組む中で,廃棄物を少なくしたり,省エネを目

指したりすることによって工場の効率性が高ま

り,採算面から見た効果がでてきたのである。ゼ

ロエミッション活動が従来からの「カイゼン活

動」と相まって,社員一人一人が,原材料の投入

量をできるだけ減らそう,エネルギー効率をでき

るだけ上げよう,排出された金属等を有価物とで

きるよう分別回収しよう,といったことを考え続

けることが工場の効率的な運用を改めて見直すこ

とになり,リエンジニアリングを推進することに

なったのである。

自動車メーカー各社も2000年のホンダ鈴鹿製作

所を皮切りに, 2002年までに全メーカーが生産工

場でのゼロエミッションを達成した1)。 2004年時

点では,大手自動車メーカー12社において廃棄物

の最終処分量が1990年比1 %未満となっている。

リサイクル技術や方法が進歩し,最近過去5年で

も大幅に削減が進んでいる1999年の12社合計の

最終処分量が67, 000 tであったのに対し, 2004年

では9,400tと1/7に減っている2)0

また,自動車リサイクル法の施行により,生産

1)ゼロエミッションの定義は各社それぞれで異なる。当

初は,廃棄物の最終処分量を1990年比5 %未満と定義す
る企業が多かった.

2)筆者調査結果(各社環境報告書及びアンケート調査に

基づく)。

段階での廃棄物削減だけでなく,廃車段階での廃

棄物削減も大幅に進んでいる。従来,自動車重量

全体の8割を占める金属類のリサイクルは行われ

ていたが,残り2割に当たるASR3)の削減が課題

であった　2005年1月施行の自動車リサイクル法

では,このASRのリサイクル率が2005年に30%,

2010年に50%,そして2015年に70%と義務付けら

れている。自動車メーカーは2つのチームに分か

れて,この課題に取組み, 2005年実績では既に

2010年規制を超える60%を達成している。

②　低公害車の開発

国土交通省が2000年に設定した「低公害車認定

制度4)」の効果と相まって,低公害車の普及は一

気に広がった。 「低公害車認定制度」とは,偲排出

ガス車を低公害車として国が認定することで,税

制措置の優遇などを施した制度のことである。

1999年には平成12年規制に対し25%削減の「良

一低排出ガス」車が漸く普及し始めたばかりで,

75%以上削減した「超一低排出ガス」車は日産ブ

ルーバードシルフイ等3モデルにすぎなかった。

ところが, 5年後の2004年には, 「超一低排出ガ

ス」車に匹敵する「U-LEV」車以上が市販の8割

に上っている。マツダでは,さらに厳しい「SU-

LEV」車が市販の5割に及んだ。このような低公

害車が市場に受け入れられ,販売の牽引役となっ

てきているのである.

③　クリーンエネルギー車の開発

トヨタは1997年に,世界に先駆けて,低公害車

ハイブリッドカー「プリウス」を開発・販売し

た.この時,研究開発のために巨額の資金を投入

したが, 「環境配慮型自動車を最初に創り出した自

動車メーカー」としての好ましい企業イメージを

国の内外に定着させた。トヨタの社員にとっても

「自分の会社は,単に車を売って儲けているだけ

の会社ではなく,環境に貢献する車を売っている

3) AutomobileShredderResidue :プラスチックやガラス,

ゴムなどをシュレッダーで破砕した残留物.
4)平成12年度排出ガス規制のHC (炭化水素), Nox (窒

素酸化物)の基準を25%以上削減した「良-低排出ガス」
車,同様に50%以上削減したr優一低排出ガス」車, 75%

以上削減した「超一低排出ガス」車がある。その後,よ
り厳しい平成17年度排出ガス規制が出され,その基準を

50%以上削減した「U-LEV」車, 75%以上削減した「SU_

LEV」車がある. 「U-LEV」車と「超一低排出ガス」車が
同レベルにある.
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のだ」という高損感がやる気を促している(三橋

[1999])ォ初代プリウスは,売れば売るだけ赤字

を出していたが,改良を重ねた2代目は,ますま

す厳しくなる環境-の要求を追風に,経済的にも

確実にトヨタの中心車種-と進化してきている。

当初は燃料電池車-の繋ぎと考えられていたハイ

ブリッドカーだが,現在では原油高から火が付

き,本格的なブームとして他社も追随してきてい

る。

また,究極のクリーンエネルギー車と言われる

燃料電池車の開発も進んでいる。トヨタとホンダ

は2002年に,そして日産とダイハツは2004年に,

それぞれリース販売を開始した。マツダも水素

ロータリー車を2006年にリース販売している。ま

だまだ量産には至らないが,ハイブリッドカーの

次にくる環境に優しい車の開発に各社しのぎを

削っている。

6.おわりに

従来は, 「環境規制は競争力を弱めるものであ

り,環境保全と経済性の間にはトレード・オフが

存在する」というのが一般的な常識であった.こ

れに対し, Porter [1991]が環境保全と経済性は両

立できると一石を投じた。規制により費用負担を

強いられる産業に属する個々の企業も,技術革新

が誘発されることによって競争力が向上する可能

性がある。そして,環境規制という外的ショック

によって企業はさまざまな非効率の存在に気付

き,それを是正しようとすることで,コスト削減

等が達成可能になる.これが, 「ポーター仮説」と

呼ばれている(伊藤[2001])。

一方で,ポーター仮説に反対の立場をとる

Walley &Whitehead [1994]は, 「経済成長と環境

保全の間には,いかんともしがたいトレード・オ

フがある」と主張し, 「厳しい環境規制は,構想の

実蔓馴こ拍車をかけることもあるが,ビジネスに環

境保全の視点を持ち込むことは,無数に存在する

生産性向上の要素の一つにすぎないo　そして,こ

れがイノベーションの刺激としてベストであるこ

とは稀である」と言っている。

このような1990年代に繰り広げられた「環境保

全と経済性の両立」の議論は, 21世紀に入ると,

軸足が「どうやって両立させるか」という「環境

経営」のあり方に移ってきている。

企業の環境取組みの歴史を振り返ってみると,

石油の枯渇や戦争による高騰などが,クリーンエ

ネルギー車,低公害車を求める引き金になってい

る。また,廃棄物処理場の不足による処理費用の

高騰と住民の処理場建設反対がゼロエミッション

の引き金となってきた。 Porterの言う通り,規制

という外的ショックによって企業は進歩を遂げて

きた。しかし,規制を待つまでも無く,現在起こっ

ている「外部不経済5)の内部化」を求める流れ

は,もはや止められない。この流れの中で,競争

優位を保つためには,いつまでも競合他社の戦略

に巻き込まれて, reactiveに環境対応するのではな

く,自ら戦略を立ててproactiveに活動することが

重要になってくるのである。イノベーションを起

こして「資源生産性を向上」させ「環境対応と経

済性の両立」を図ることで,競合他社に対して優

位に立てるのである。

本研究は,企業の環境対応と経済性が両立する

ことを,自動車メーカーの事例を中心に証明して

いく論文の前段階の研究と位置づけている。史的

変遷からも自動車メーカーの環境問題に果たす役

割は大きいと言える。今後,自動車メーカーの対

応状況を明確にすると共に, 21世紀を持続的に成

長していくために,企業の取組むべき方向性を示

していきたい。
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添付資料1.自動車業界に関する環境取組みの史的変遷

日本自動車メーカーの動き 社 会 の 動 き
論文 .著作物

個別環境取組 全体的な動き !1 + 世 界

トヨタ工場公害対策委員会設
置 1963年)

足尾銅山鉱毒事件 (明治時代)

イタイイタイ病 1955年)
水俣扇 (1956年)
四日市公害訴訟 (1967年) 世界自然保護基金 (W W F )設立 1961

午)
レイチエル .カ】ソン

新潟水俣訴訟 1967年)
公害対策基本法 (1967年)
大気汚染防止法 .騒音規制法 (1968年)

r沈黙の春」 1962年)

日産環境管理部設置 1972)

公害への対応

東京光化学スモッグ罪令 1970年)
公害国会 (1970年)
廃棄物処理法 .水質汚濁防止法 1970)
環境庁設置 (1971年)
東京ゴミ戦争宣言 (1971年)

米マスキー法制定 (1970年)

国連人間環境会議で r人間環境宣言」
と 「行動計画」(ストックホルム会議,

ローマクラブ 「成長の限
界」発表 (1972年)

ホンダ c v c cエンジンでマ P CB の使用禁止 (通産省) (1972年)
1972年)

→世界環境デー 6 / 5
窮境自書初版発行 (1972

スキー法に対応 (1972年)

マツダ ロータリーエンジン
でマスキー法に対応 1973年)
トヨタ製品環境委員会設置
1973年)

中央公害対策審議会が米マスキー法に

準じた自動車排ガス規制措置 (75年実
施案) を答申第 1次オイルショック
1973年)
通産省に 咽 源エネルギ】庁」設置
1973年)
S 0Ⅹ排出総見規制 1974年)

日本版マスキー法の実現 1978年)

第 2次オイルショック 1979年)

省エネルギー法 1979年)

→国連環境計画 (U N EP ) 創設

ロンドン条約 (廃棄物等投棄による海
洋汚染の防止条約) 発効 (1975年)

ワシントン条約 (絶滅の恐れのある野
生動植物の国際取引禁止条約) 発効
1975年)
ラムサール条約 (特に水鳥の生息地と
して国際的に重要な湿地に関する条
約) 発効 (1975年)

午)

ホンダ 米国現地生産開始
日米自動車摩擦
対米輸出自主規制
1980年代前半)

ワシントン条約 .ラムサール条約に加 U N E P管理理事会特別会合 (ナイロビ

r我ら共通の未来」報告

1982) 入 (1980年)

爪害健康被害の補償等に関する法律

会議 1982年)

環境と開発に関する世界委員会 (プル
ントラント委員会) 設立 (1983年)
南極上空のオゾンホールを英国が公表
1985年)
オゾン層を破壊する物質に関するモン

各社米国現地生 ⊥
(1987年)

トリオ- ル議定書採択 1987年) 香公表 (プルントラント
A産開始

(1980年代中

～後半)

オゾン層保護法 (1988年) 気候変動に関する政府間パネル (IPC C )
設置 (1988年〉
ウイ- ン条約 (オゾン層保諸法) 発効
1988?
特定フロンの全廃 (ヘルシンキ宣言)
1989年)

委員石, 1987年)

ボルボ環境広告で環境負荷を
告白 1990年)

トヨタ 「環境取組みプラン」
策定 1993年)

トヨタ 高岡工場でISO 14001
取得 1996年)

トヨタ ハイブリッド車 「プ

各社 「環境理念 .戻

通産省 「環境に関するボランタリープ

ラン」要請 (1992年)
環境基本法 1993年)

容器リサイクル法制定 (1995年)
経団連 r環境自主行動計画」策定発表

地球環境賢人会議 (1992* . 東京)

国連環境開発会議で 「環境と開発に閑

国際商業会議所 r持続可

能な開発のための産業界
憲章」発表 (1991年)
経Efl連 r地球環境憲章」
発表 (1991年)
ポータ- IAm erican Green

陣

各社JS O 14001取得

するリオ宣言」と 「アジェンダ21J 採
択 (地球サミット, 1992年. リ* lデ.
ジヤネイロ)
バーゼル条約発効 (1992年)
国連大学 「ゼロエミッション」構想
(1994年)

気候変動枠組条約発効 (1994年)
気候変動枠組条約第 1 回締結国ベルリ

Stra te gy」 (1991年)

ウオ- リー& ホワイ ト

蒜 K IIt'snoteJ (1994$ )班:y being

ポーター& リンデ
(1996年)

ISO 14000シリーズ発効 1996年)

日経 r第 1 回環境経営度調査J (1997年)
改正省エネ法施行 (1999年)

PR TR 法 1999年)
地球温暖化対策推進法施行 1999年)
環境総合展示 rエコプロダクツ」開催
1999年)

ン会読 (C 0 P 1) 1995年)

ISO 1400シリーズ発効 (1996年)

C 0 P3 京都会議で京都議定書採択

iG reen and C om petitive」
(1995年)

リクス」発売 1997年)
トヨタ エコプロジェク ト
1997年)
トヨタ′日産′ホンダ 「環境報
告書」発行 (1998年)

各社 「環境報
告書」発行開
始

(1997年)

ホンダ鈴鹿製作所で 「ゼロエ

ミッション」達成 (2000年)

トヨタ′ホンF .「燃料電池車」
リース販売 2002年)
日産′ダイハツ r燃料電池車」
リース販売 (2004年)
マツダ 「水素ロータリー車」
リース販売 (2006年)

ガ各
各社ゼほ ミツ ス杜

シ∃ン達成 車「
(2(伽～
加2年) 閃撚

国土交通省 r低公害車優遇制度」設定

2000年)
グリーン購入法施行 (2000年)
循環型社会形成推進基本法制定 (2000年)

自動車リサイクル法制定 (2002年)

京都議定書承認 (国会にて可決) (2002
午)
自動車リサイクル法施行 (2005年)

チームマイナス6 % 活動開始 (2005年)

C 0 P6 (ボン会読 C0 P7 (マラケシユ
会読) で京都議定書運用ルール合意
2001年)

京都議定書発効 2 005年)

環境省 「環境会計システ

ムの確立に向けて」公表
(2000・

環境省 r環境報告書ガイ
ドライン」発表 200 1年)
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